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インダストリー4.0：	
デジタルエンタープライズの構築

26カ国、2,000社
を超える企業からの回答

デジタル化による売上高の	
年間増加額

4,930億米ドル

コスト削減と効率化の	
年間効果額

4,210億米ドル

デジタル化への年間投資額

9,070億米ドル
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グローバルインダストリー4.0調査：デジタルエンタープライズの構築

PwCの「2016年グローバルイン
ダストリー4.0調査」は、26カ国の
主要9業種から2,000社を超える企
業が参加した。このような調査では
世界最大の調査である。本調査の
目的は、自社バリューチェーンの垂
直領域と水平領域のデジタル化、
ならびに、デジタル製品・サービス
のポートフォリオを構築するメリッ
トを探ることである。PwCは、今回
の調査結果と、デジタル化に先行
して取り組む企業を支援した経験
を踏まえ、将来の複雑な産業エコ
システムの中で、貴社が先進的な
デジタルエンタープライズとしてポ
ジションを確保し、成功するための
青写真も作成した。
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世界の製造業を中心とした産業全般をリードする企業の舞台裏では	
現在、本格的なデジタル化が進行しています。

業界のトップ企業は、自社内の垂直方
向の業務プロセスの中でも、またバリュー 
チェーンにおける水平領域のパートナー
企業との間でも基本的機能をデジタル化
しています。さらに、デジタル機能を備え
た製品ポートフォリオを拡充し、データに
基づく革新的なサービスを導入しています。
私たちが調査した2,000社を超える企業
は自社のデジタル化の全体レベルは劇的
に高まると予想しています。デジタル化が
進んでいると自己評価する企業の割合は
現在33％に過ぎませんが、2020年の見通
しでは70％を超えています。

こうした変化を表現するために「インダ
ストリアルインターネット」や「デジタル 
ファクトリー」といった用語も使われてい
ますが、本レポートでは、バリューチェー
ンの完全な変革に向けた企業の歩みを簡
潔に表現する言葉として「インダストリー
4.0」を使うことにします（「PwC の定義する

「インダストリー4.0」をご覧ください）。

この変革プロセスが完了し、デジタル化
を成功させた企業は本当の意味でのデジ
タルエンタープライズとして、物理的な製
品を中心に据えつつも、デジタルインター
フェースとデータベースの革新的なサービ
スで製品の価値を増大できるようになる
でしょう。そして、業界のデジタルエコシス 
テムの中で顧客やサプライヤーと協力を
進めていくはずです。

こうした動きは各企業を根本的に変革
するだけでなく、あらゆる産業で市場の勢
力図を変えていくと思われます。これは、 
先進国、新興国を問わず、世界中の国に当
てはまる真実です。変化を促しているのは
次のような事実です。

•	 デジタル関連の売り上げは、平均すると
年率2.9％伸びています。そして少数派
とはいえ相当数の企業が今後5年間で
50％以上伸びると予想しています。調
査対象の全業種で合計すると今後5年
間の年間売り上げ増加額は4,930億
米ドルに達します。

•	 平均すると年間3.6％のコスト削減が
実現します。デジタル技術のおかげで、
製品の発注から配送に至るまでのリー
ドタイムが短縮し、資産稼働率が高ま
り、製品の品質が最大限に高まります。
以上をまとめると、調査対象企業は今
後5年間で毎年4,210億米ドル節約で
きると予想しています。

はじめに
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•	 製品とサービスの漸進的	
イノベーションと革新的イノベーション

売上高をこのように拡大するために、
企業はデジタル性能を備えた新たな
工業用製品を開発するだけでなく、既
存の製品ポートフォリオも拡充してい
くでしょう。データアナリティクスに基
づくデジタルサービス、あるいは顧客
のエコシステムを支える完全なデジタ
ルソリューションを提供することで、売
上高の飛躍的拡大が実現できるはず
です。

•	 強い投資意欲

世界の製造業はインダストリー4.0
に年間9,070億米ドル－年間売上高
のおよそ5％－を投じる計画です。主
な投資対象はセンサー機器や接続機
器といったデジタル技術、および製造
実行システム（MES）のようなソフト	
ウェアやアプリケーションです。さらに、
各社は従業員教育と必要な組織改編
の推進にも資金を投じていきます。投
資金額の55％は2年以内に回収でき
ると見込まれています。

デジタル化に先行して取り組む企業に
追いつくには、自社のビジネスを変革する
必要があります。

人とデジタル化に焦点を当てる

業界のトップ企業にとっての最大の課
題は技術ではありません－それは人です。 
デジタル技術が急速にコモディティ化する
とともに、成功は組織のデジタル IQ1に大
きく依存するようになってきました。とりわ
け CEO、CTO、CIO など社内のデジタル化
を牽引していく人々が変革をいかに定義し、
リードし、社員に訴えていくかが重要です。
さらに、デジタルプロセスとデジタルサー
ビスを展開していく従業員のデジタル能
力によっても成否は変わってきます。破壊
的な変革は、それを実現しようとする人々
にとって必ずしも快適なことではありません。
従ってチェンジマネジメントも極めて重要
です。データアナリティクスがどの企業にとっ
ても中核となる能力になりつつある現在、
スキルと組織構造の改善が必須条件とな
るでしょう。

デジタルに対する信頼性が鍵

あまりにも多くの変化が待ち受けている
現在、企業が絶対に無視できない分野が
一つあります。それはデジタルに対する信
頼性です。デジタルエコシステムは、関係
者全員がデジタルによって提供されるデー
タと伝達内容の安全性、および知的財産
の保護に対し、信頼できて初めて機能しま
す。自社を守り、デジタルに対する信頼性
を確保するには、データの保全とセキュリ
ティに関する莫大な投資と明確な指針が
必要です。

本レポートの前半で考察する調査結果
を見ると、インダストリー4.0がもたらす根
本的な変化を無視する余裕のある企業は
いないことが分かります。そして、後半で
は、企業がデジタルエンタープライズの構
築を成功させるにはどうすべきかについて
実用的、かつ、段階的な青写真を提供し 
ます。

私たちの調査について詳しくお知りにな
りたい方、あるいは私たちのアプローチに
ついてお尋ねになりたい方がいらっしゃれ
ばどうぞご連絡ください。デジタル化は今
も進んでいます。あなたの会社も今こそ取
り組む時です。

Dr. Reinhard Geissbauer
Head of EMEA Industry 4.0 	
Digital Operations Team

+49 170 939 1263

reinhard.geissbauer@
strategyand.de.pwc.com

Jesper Vedso
Global Industrial Products 
Leadership Team Member

+45 3945 9144 

jrv@pwc.dk 

Stefan Schrauf
Head of PwC Strategy& Industry 4.0 	
Team for Germany

+49 895 790 5317

stefan.schrauf@strategyand.de.pwc.com

1	 PwC、Global Digital IQ Survey（2015年9月）
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PwCの定義する	
「インダストリー4.0」 

本レポートで「インダストリー4.0」とい
う用語はいわゆる第4次産業革命を指して
いる。関連用語として、「インダストリアル
インターネット」や「デジタルファクトリー」
などがあるが、どちらも全体像を表しきれ
ていない。インダストリー3.0が単一の機
械やプロセスの自動化に特化していたの
に対し、インダストリー4.0はあらゆる物理
的資産のエンドツーエンドのデジタル化と、
バリューチェーン上のパートナー企業との
デジタルエコシステムへの統合に焦点を
当てている。インダストリー4.0はデータを
切れ目なく生成、分析、伝達することを通
じて幅広い新技術をつなげて価値を生み
出していく。

「インダストリー4.0」という用語は次第
に知られるようになってきたが、本レポー
トでは次のような要素を含む概念と捉えて
いる。

1）バリューチェーンの垂直領域と	
	 水平領域のデジタル化と統合

インダストリー4.0は、製品開発、調達か
ら製造、物流、サービスに至るまでの組織
内オペレーションのデジタル化と垂直統合
を目指している。業務プロセス、業務効率、
業務品質、業務プランニングなどに関する
あらゆるデータがリアルタイムで収集・見
える化され、統合されたネットワークの中
で最適化される。

また、内部業務プロセスは、企業の枠を
超えて、サプライヤーや顧客を含むバリュー
チェーン上の主要パートナーと水平統合さ
れる。そこでは追跡デバイスからリアルタ
イム統合プランニングに至る先進技術が
活用される。

2）製品とサービスのデジタル化

製品のデジタル化は、既存製品にデー
タアナリティクスを前提としたスマートセ
ンサーや通信デバイスを組み込むことにと
どまらず、統合ソリューションの実現に向
けた新しいデジタル製品の創出も含まれる。
企業は、データ収集や分析の新たな手法
を通じて製品使用に関するデータを獲得
し、顧客ニーズの高度化に対応した製品
改良ができるようになる。

3）デジタルビジネスモデルと	
	 顧客へのアクセス

先進的な企業は、データ主導型サービ
スや統合型プラットフォームソリューショ
ンをはじめとする革新的デジタルソリュー
ションにより事業拡大する。つまりデジタ
ル関連の売り上げ拡大や、顧客との関係
および顧客へのアクセスの最適化を重視
したビジネスモデルである。デジタルエコ
システムでは、デジタル製品とデジタルサー
ビスは総合的なソリューションの一環とし
て顧客に提供される。

モバイル機器

IoTプラットフォーム

位置検出技術

人と機械の高度な
インターフェース

認証と不正検知

3Dプリンティングスマートセンサー

ビッグデータアナリティクス
と高度なアルゴリズム

マルチレベルの
顧客との交流と
顧客プロファイリング

拡張現実／
拡張ウェアラブル

クラウドコンピューティング
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インダストリー4.0のフレームワークと、その発展に貢献するデジタル技術
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エグゼクティブサマリー

26カ国の主要9業種、2,000社を超える
参加企業から回答を得て、デジタルエン 
タープライズへの変革の進捗状況につい
て各社の本音に迫っている。

まず、PwC は、調査結果を明確に異なる
八つの分野に整理した。本レポートの前半
では、各分野の調査結果からの特徴を詳
細に考察している。今回の調査結果と、デ
ジタル化に先行して取り組む企業を支援 

した経験を踏まえ、デジタル化を成功させ
るための青写真も作成した。後半では、初
めの戦略立案の段階から将来のデジタル
エコシステムをリードする役割を担う段階
に至るまでの六つのステップを詳細に説
明する。

世界の主要産業の企業を対象とするPwCの「2016年グローバルインダ	
ストリー4.0調査」は、インダストリー4.0に関するこのような調査としては最大
規模のものである。

調査結果からの主な特徴
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行動へ

データアナリティクスと
デジタルに対する信頼性が
インダストリー4.0

の基本
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デジタル化は
飛躍的な業績拡大を

もたらす

力を持った顧客との
デジタル関係を
深める

会社全体で
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アナリティクス能力を
備えるには
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グローバル化は
加速するが、

地域性は明確に残る

大きな効果を
期待できる莫大な投資：
今こそ本格的に
取り組む時

インダストリー
4.0
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1）インダストリー4.0－	
	 その段階は議論から行動へ

インダ ストリー4.0を めぐる 喧騒 は、
2013年には「PR による一過性のブーム」
と言われたが、今日では実際に投資が行
われ実質的な効果が現れている。調査対
象企業はデジタル製品とデジタルサービ
スのポートフォリオを大幅に拡大するもの
と予想される。2020年までにこの分野で
高い水準に達すると予想する企業は、現
在の2倍以上にのぼる。同様に、4分の3近
くの企業が、5年以内にバリューチェーン
プロセスが水平と垂直のいずれの領域で
も高度にデジタル化されると予想している。

また、投資計画は極めて強気で、とりわ
けデジタル化に先行して取り組む企業は
インダストリー4.0に莫大な額の投資を行
い、平均を上回るデジタル関連の売り上げ
の増加と業務コストの削減を実現している。

今後5年間の計画は現在よりもはるかに意
欲的かつ広範囲におよび、デジタル製品と
デジタルサービスによって破壊的ビジネス
モデルが実現できると予想している。

2）デジタル化は飛躍的な業績拡大を	
	 もたらす

インダストリー4.0を成功裏に導入する
企業は、もはや売り上げ重視か、利益重視
かを選択する必要がない。両者は同時に
改善できるからだ。今後5年間で、調査対
象企業は年間売上高を平均2.9％伸ばし、
かつ、コストを同3.6％削減できると予想し
ている。多額の投資を行いながら高度な
デジタル化を達成する先行企業は、さらに
莫大な利益を得るだろう。

つまり、調査対象企業 は、今後5年間
で 毎年4,210億米ド ル の コ スト 削減と 
4,930億米ドルの売り上げ増を実現できる
と予想している。この予想の半分が実現し
ただけでも、インダストリー4.0は市場の
勢力図を根本から塗り替え、業界に抜本
的な変革をもたらすはずである。

3）力を持った顧客とのデジタル関係を	
	 深める

バリューチェーン、製品、サービスが変
化する中で、その中心にいるのは顧客で 
ある。製品、システム、サービスは、より顧
客ごとのニーズに合わせて提供されるよ
うになり、調査対象企業の多くが、データ
アナリティクスを利用して顧客を理解し、 
そのニーズに応える計画であると回答して
いる。業界のプラットフォームの構築に成
功するデジタル化に先行して取り組む企
業は、競合他社に対し圧倒的に有利な立
場になるであろう。最終的に、企業は需要
を牽引する最終顧客との関係を築くか、少
なくとも最終顧客に効率的にアクセスでき
るプラットフォームとの統合を実現しなけ
ればならない。

調査結果からの主な特徴
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4）人や文化に焦点を当てて変革を推進する

デジタル化実現の最大の障壁は的確な
技術の導入ではなく、自社にデジタル文
化やデジタルスキルが欠けている点だと
調査対象企業は答えている。この結果は
PwC のデジタル IQ 調査の結果とも一致す
る。デジタル IQ 調査は各業界の企業がい
かにしてデジタル投資から価値を生み出
せるかを9年間にわたって調査したもので
ある2。デジタル IQ は、的確な技術への投
資が重要だとしても、最終的に成否を分け
るのは、個別のセンサーやアルゴリズム、
あるいはアナリティクスプログラムではなく、
人を中心とするさまざまな要素であること
が明らかになっている。企業は堅固なデジ
タル文化を構築するとともに、その変革は
経営層の明確なリーダーシップによって推
進されなければならない。さらに、ダイナ
ミックなエコシステムの環境の中で快適に
働けるデジタルネイティブ世代をはじめと
する従業員の関心を惹き付け、会社に定
着させ、教育する必要もある。

5）データアナリティクスとデジタルに対する	
	 信頼性がインダストリー4.0の基本

データはインダストリー4.0の原動力で
あり、デジタルエンタープライズ用アプリ
ケーションの導入を成功させるには、デー
タアナリティクスの成功が必要不可欠だ。
今や、どのようなデータが入手できるのか、
どのデータが有益かを発見し、理解する
段階から、考え、行動する段階へと移行す
る時なのだ。「デジタル化に先行して取り
組む企業」はすでに対応に向けて動いて
おり、意思決定を進めるうえで、データアナ
リティクスを活用している。

デジタルエコシステムが拡大するにつれ、
デジタルに対する高いレベルでの信頼性
を確立することも重要になっている。それ
を支えるのが、自社のデータおよびサード
パーティーデータの出所とその整合性を証
明する透明性と否認防止の仕組みである。 
強固なリスク管理システムとデータを整合
するシステムがあれば、企業は不正なデー
タ侵入を回避し、業務の中断（調査対象企
業にとってデータセキュリティ上、最も懸
念される事態）にもうまく対応可能となる。

6）会社全体で頑強なデータアナリティクス	
	 能力を備えるには大きな変革が必要

企業が自社全体のデータアナリティクス
能力を高めるには、強靱な組織構造を構
築する必要がある。調査対象企業の半分
は、社内の人材を束ねて本社に直結する
形で部門を作るか、あるいはビジネスの現
場に近いところに部門を置く形で、データ
アナリティクス専門の機能を設けている。
しかし、現時点では、従業員個人に属する
選択的、限定的データアナリティクス能力
を活用している企業が38％、データアナリ
ティクスを担当できる部署も人材もいない
と回答する企業が9％という結果になって
いる。

7）グローバル化は加速するが、	
	 地域性は明確に残る

インダストリー4.0は、多くの場合世界中
に広がるデジタルネットワークとデジタル
エコシステムをつくりだす一方で、地域性
は明確に残ると考えられる。また、先進国
も発展途上国もインダストリー4.0により
莫大な利益を得ることになるだろう。

日本とドイツの企業は、社内オペレー
ションのデジタル化とバリューチェーンの
水平領域全体での 連携では 最も進んで 
いる。両国の企業は、テクノロジーと従業
員教育に多額の資金を投じており、主に業
務効率の向上、コスト削減、品質保証の点
からデジタル化を捉えている。また、PwC
は、米国企業を支援してきた経験から、彼
らが製品ポートフォリオとサービスポート
フォリオのデジタル化を急速に進めており、
破壊的なビジネスモデルの開発投資を一
段と増やす計画であるとみている。

他方、中国企業はデジタル化のあらゆる
側面で際立っている。コスト削減とデジタ
ル関連の売り上げ拡大のいずれの面でも、
2020年まで平均以上の結果が出ることが
予想されている。中国は、人件費の高騰に
対し、解決策を見いだす必要があり、労働
集約的な製造プロセスの自動化とデジタ
ル化から利益を最も得る国の一つである。
さらに、中国企業はデジタル化を積極的に
受け入れ、柔軟に対応している。

8）大きな効果を期待できる莫大な投資：	
	 今こそ本格的に取り組む時

インダストリー4.0への投資はすでにか
なりの額に達しており、今回の調査結果に
よると、世界の製造業は2020年まで年間
9,070億米ドルを投資することが予想さ 
れる。主な投資対象はセンサー機器や接
続機器のようなデジタル技術、および製造
実行システム（MES）のようなソフトウェア
やアプリケーションになるだろう。さらに、
従業員教育と組織改編の推進にも資金を
投じている。年間売上高のおよそ5％を 
インダストリー4.0に投資することを想定
すると、調査対象企業の半分以上が、その 
投資を2年以内に回収できると予想して 
いる。

2	 PwC、Global Digital IQ Survey（2015年9月）
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デジタル化成功への青写真 

インダストリー4.0を推し進める上
でなくてはならないのがデジタル
能力である。この能力を身につけ
るには時間と集中した取り組みが
必要なため、一歩一歩慎重に取り
組むことが重要である。とはいえ、
先行企業の優位性を競合他社に
奪われないよう、スピードは慎重に
調整しながら、取り組みを前に進
めなければならない。

1）自社のインダストリー4.0戦略を	
	 立案する 

自社のデジタル成熟度を今すぐ評価し、
次の5年間に向けた明確な目標を設定し 
よう。自社の事業に最も価値をもたらす方
法を優先させ、それらの施策が自社の全
体戦略に一致しているか確認しよう。また、 
トップが率先して新たなアプローチを積極
的に支持するか確認しよう。

2）まずはパイロットプロジェクトを	
	 立ち上げる

パイロットプロジェクトを使って、事業性
検証を行い、事業価値を示そう。プロジェ
クトのスコープは絞り込むが、インダスト 
リー4.0の「エンドツーエンド」のコンセプ
トからは外れないようにしよう。全てのプ
ロジェクトが成功するわけではないが、顧
客および技術パートナーとの垣根を超え
た機動的なアプローチは、そのどれもが役
に立ち、将来の新たな基準となるだろう。 
成功した実績を初期段階で見せることで、
組織全体 から支持 を 得られ、大規模 な 
プロジェクトの資金を確保できるかもしれ
ない。まだ基準やインフラが確立されてい
ないので、なるべく実践的になるように設
計しよう。また、スタートアップ企業、大学、
業界団体など、社外の専門家と協力して自
社のデジタルイノベーションを加速させる
べきだ。

3）必要な能力を定義する

パイロットプロジェクトで学んだ教訓を
基に、自社のビジョン達成のために必要な
能力を詳細に洗い出そう。アジャイル IT 
インフラのようなインダストリー4.0の実現
要素が、自社の業務プロセス全体を根本
的にどのように改善可能なのか検討しよう。

人を魅了し、プロセスを改善し、新しい
テクノロジーを導入するための戦略を策定
することを忘れないでおこう。インダスト 
リー4.0の成否はスキルと知識にかかって
いる。最大の制約条件は、デジタル化を軌
道に乗せるために必要な人材を雇えるか
どうかだろう。

4）データアナリティクスの達人になる

どうすればデータアナリティクスを最もう
まく体系化できるかを考えよう。部門を超
えた専門家チームの組成は、最初の一歩
としてふさわしい。その後、このチームを
正式な部門として組織内に組み入れると
よいだろう。

意思決定支援と情報系のシステムを直
接連携させることでデータから価値を引き
出せるようになるだろう。製品や現場での
製品の使用状況を改善し、新たなサービ
スを構築し提供するためにデータを活用
しよう。自社の事業性検証のプロジェクト
では、大きな発想で、しかし小さくスタート
することが肝心である。

5）デジタルエンタープライズへの	
	 変革を遂げる

インダストリー4.0の価値を最大限に引
き出すには、往々にして会社全体を変革し
なければならない。経営層と財務責任者
の明確なリーダーシップ、強い取り組み姿
勢、ビジョンを反映した「トップの姿勢」を
打ち出すことを目指そう。また、デジタル
文化を育てよう－従業員全員がデジタル
ネイティブのように考え、振る舞い、積極
的に新しいテクノロジーを試し、新しい業
務の方法を学ぶようにする必要がある。

忘れてはならないのは、インダストリー
4.0をいったん導入すると後戻りできず、
変化し続けなければならないということで
ある。優位性を維持するには、常に前より
も速いペースでデジタル能力に再投資し
続ける必要があるだろう。

6）エコシステムアプローチを積極的に	
	 立案する

自社の顧客の要求に応えられる製品と
サービス一体型のソリューションを開発
しよう。社内で完成できなければ、パート 
ナーと連携するか業界のプラットフォーム
に合わせて開発をしなければならない。
他社と知識を共有することが難しいと判断
した場合、買収が望ましいかもしれない。
しかし、自社では完全にコントロールでき
ないプラットフォームの一部になることか
らも利益が得られるよう－恐らく技術標準
に合わせることで－このギャップを埋める
方法を探すことが重要だ。

積極的に顧客行動を理解し、パートナー
企業、サプライヤー、顧客との間で作りあ
げられる将来のエコシステムにおいて、自
社の役割を打ち立てることができると、本
当の意味での飛躍的な業績拡大が実現す
るだろう。 

見かけにだまされず、現実を直視しよう。
自社のビジネスにどのような影響があるか
を完全に理解している企業にとって、イン
ダストリー4.0は大躍進の機会となるはず
だ。このような変革は企業内部の部門間
の垣根を越え、そして恐らくあなたの企業
がビジネスを行っている国の国境も超える
であろう。

Blueprint for digital success

自社の
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戦略を立案する
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プロジェクトを
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デジタル化成功への青写真
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調査結果からの主な特徴

インダストリー4.0  
－その段階は	
議論から行動へ

PwCが2014年にインダストリー4.0
に関する一連の調査を初めて実施
した時、多くの企業の関心を集め
たものの、実際に導入プロセスに
至った企業は比較的少なかった。
そ の 状況 は2015年 に 劇的 に 変 
わった。

インダストリー4.0はもはや「将来のトレ
ンド」ではなく、多くの企業にとって中心
的な戦略課題として本格的な検討対象と 
なっている。各社は高度な接続、高度な自
動化、クラウドコンピューティング、センサー、 
3Dプリンティング、接続能力、コンピュー
ター制御による業務プロセス、知的アルゴ
リズム、「モノのインターネット（IoT）」サー
ビスを組み合わせて、自社のビジネスを変
革しようとしている。

変化はビジネスの中核のまわりで最も速く
進んでいる

調査対象企業のうち5分の2の企業が、
自社の製品開発・エンジニアリング、垂直
領域のバリューチェーンがすでに高度な
デジタル化と統合により、恩恵を受けてい
ると回答している（図1を参照）。特に重視
されている分野は、デジタル発注プロセ
ス、個々の顧客ニーズに合わせてカスタマ 

高度なデジタル化と統合を実現している（できる）と回答した企業の割合（％）

質問：デジタル化と統合は現在どの程度まで進んでいますか？分野ごとに回答してください。 
今後5年間でどの程度のデジタル化と統合を実現すると予想していますか？

現在 5年後

　バリューチェーンの
垂直領域における統合

41%

72%

バリューチェーンの
水平領域における統合

34%

65%

デジタルビジネスモデル、
デジタル製品、デジタル

サービスのポートフォリオ

29%

64%

製品開発と
エンジニアリング

42%

71%

顧客へのアクセス、
販売チャネルと
マーケティング

35%

68%

高水準のデジタル化を
達成（5年後）

高水準のデジタル化を
達成（現在）

33% 72%+39%

図1：	2020年までに自社のデジタル化が高水準になると予想している企業は、
	 現在高水準を達成していると評価している企業の2倍以上になる
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イズされた製品開発、製品データの自動
転送から計画および製造システムのネット 
ワークへの接続、さらには統合的な顧客 
サービスに至るまで、さまざまな機能のデ
ジタル化と接続などである。これらは、各
社が今後5年間で最も進展する分野である
と予想している。

サプライヤー、顧客およびその他のバ 
リューチェーン上のパートナー企業との高
度なデジタル化と水平領域バリューチェー
ンの統合、ならびに顧客チャネルのデジタ
ル化の進展は、垂直領域のバリューチェー
ンよりもやや遅い。今後5年間で飛躍的な
進歩を遂げるだろうが、これらは、各社の 
生産プロセスの中核に近い領域に比べ 
もっと難しいと考えられている。

デジタル化に先行して取り組む企業は	
競合他社を上回るペースでデジタル化を
進める

現在すでに高度な、あるいはかなり高
度なデジタル化と統合を実現していると回
答した企業もある。デジタルオペレーショ
ン能力の構築では主な競合他社よりも進
んでいると自己評価している企業もある。 
そして、インダストリー4.0に初期投資を 
行った企業もある。

上記の三つの面全てにおいて高い自己
評価をした企業も一握りだ が 存在する。 
最速のスピードでデジタル化を進めている
企業は71社でこれは調査対象企業全体の
4％に当たる。これらの企業を「デジタル
化に先行して取り組む企業」と呼ぶことに
するが、本レポートの全体を通じて紹介す
るように、各社とも競合他社に対して圧倒
的な優位性をほぼ獲得している。

「デジタル化に先行して取り組む企業」
は高度なデジタル能力と設備投資の拡大
で著しい利益を得ると期待している。具体
的には、30％を超える売上高成長と30％
を超えるコスト削減を同時に達成できると
見込む割合が他の調査対象企業よりもは
るかに高い（図2を参照）。効率性が向上
すると予想する割合も高い。こうした要素
を全て合わせると、とてつもない効果が生
じることがわかる。　

コスト削減率
<30% >30%

売
上
高
成
長
率
<30%

30%>

2020年までに30％を超える売上高成長と
30％を超えるコスト削減を同時に達成する企業の割合（%）196

27%
デジタル化に
先行して取り組む

企業

10%
全企業

質問：デジタル化による累積効果は今後5年間でどうなると予想していますか？
コスト削減、売上高の増加

図2：	大幅な売上高成長と大幅なコスト削減の両方を期待すると回答した企業の割合で	
見ると、デジタル化に先行して取り組む企業は他の企業の3倍近くにのぼる
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デジタル化は	
飛躍的な業績拡大
をもたらす 

調査対象企業はインダストリー4.0
の導入によって莫大な利益を得ら
れることを期待している。

平均すると、各社は年3.6％の割合で業
務コストを削減でき、効率性を年4.1％の
割合で向上できると予想している。PwC
が調査した全ての業種でかなりのコスト
削減効果が期待されている（図3を参照）。 
コスト削減の一部はスマートマニュファク
チャリングの仕組みを導入することで達成
できる。例えば、企業は製造の計画管理と
スケジュール管理の統合に向けて動いて
いる。こうしたシステムは、企業内の（セン
サーからERPシステムに至るまでのあらゆ
る）データと、在庫水準や顧客需要の変化
といったバリューチェーンの水平領域の 
パ ートナー 企業 からの 情報を組 み 合 わ 
せる。工場の計画管理が統合されれば、
資産の稼働率と製品のスループット時間
を改善できる。もう一つの事例は、主要資
産の予知保全で、ここでは修繕と保全スケ
ジュールを最適化して資産の稼働時間を
改善する予知アルゴリズムを用いている。

 

現在は、クラウドベースの計画管理プ
ラットフォームを用いて、システムに立脚
したエンドツーエンドの計画管理と水平
連携がリアルタイムで可能になっている。 
こうしたシステムを用いて、サプライヤー
や主要顧客など、バリューチェーンの水平
領域におけるパートナーとうまく連携でき
る企業は、効率性を著しく改善し、在庫を
減らすことができる。さらに、製品の追跡
システムを導入すれば、在庫パフォーマン
スを改善して、物流コストを削減できるは
ずだ。

9

49

78

28

54

52

61

62

28

421

航空宇宙・防衛・警備

コスト削減率
（％／年、2020年まで）

コスト削減額
（十億米ドル／年、2020年まで）

3.7%

化学 3.9%

エンジニアリング・建設 3.4%

林業、製紙、包装 4.2%

金属  3.2%

重工業・産業機械 3.6%

運輸・物流 3.2%

電機・電気製品  3.7%

自動車 3.9%

加重平均 3.6% 合計

質問：デジタル化による累積効果は今後5年間でどうなると予想していますか？コスト削減

図3：	どの業種の企業も大幅なコスト削減を予想している
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市場における新たな勢力図

今回の調査で明らかになったような効
率性向上の規模は、かなり短期間のうちに
市場の勢力図を塗り替える可能性がある。
本調査で示されている予想の半分が実現
しただけでも、自社ではたちうちできない
ことを思い知らされる企業もあるだろう。
一段とコスト競争が激しくなってきた市場
では、どの企業も業務効率の面で競合他
社に負けるわけにはいかない。競合他社
に追いつきたいと考える企業にとっては、
ここからの2、3年が極めて大切である。

将来の大幅な売り上げ拡大につながる

調査対象企業は、デジタル関連の売上
高が2020年まで年2.9％のペースで伸び
ると予想している。売上高をこのように拡
大するために、企業はデジタル性能を備え
た新たな製品を開発するとともに、既存製
品のポートフォリオを拡充していくだろう 

（図4を参照）。データアナリティクスに基
づくデジタルサービス、あるいは顧客の
エコシステムに寄与する完全なデジタル 
ソリューションを提供すれば、売上高の飛
躍的な拡大が実現できるはずだ。

さらに、リアルタイムでデータが入手で
きれ ば、各社 は 個人 の 要求 に合 わ せた
製品を製造し、顧客のニーズに合わせた 
ソリューションを提供できるようになる。 
こうしたカスタマイズ製品は、通常の大量
生産品よりも利幅が相当大きい。

スマートデータアナリティクスによって
顧客理解が深まると、企業はさらなる高収
益ビジネスにも注力できる。

新しい潮流により、ほとんどの企業（86％）
が今後5年間でコスト削減と売り上げ増を
同時に実現できると予想している。

この影響は PwC が調査したどの産業に
も広範囲に及ぶ。どの業種でも少なくとも
3分の1の企業は効率性の向上と20％を
超えるコスト削減を確保できると予想して
おり、それと同程度の売り上げ増を予想し
ている企業も多い。

インダストリー4.0はどのようにして売り上げ増、コスト削減、効率性の向上を成し遂げるか

注：上記の分野において今後5年間で10％以上の売り上げ増を 
予想する企業の割合（複数回答可）

47%
既存製品

ポートフォリオの
デジタル化

44%
新たなデジタル製品
ポートフォリオ
の導入

42%
外部顧客向けの
その他の

デジタルサービス

38%
外部顧客向けの
ビッグデータ
アナリティクス
サービス

質問：次の新しいデジタル製品またはデジタルサービス 
のうち、導入し今後5年間で10％を超える売り上げ
増を見込めるものはどれですか？

図4：	製品・サービスポートフォリオのデジタル
	 化で売上高は今後大きく成長する

売上高の増加要因： コスト削減と効率性向上の要因：

既存ポートフォリオ内での製品とサービスのデジタル化 ビッグデータアナリティクスに基づくリアルタイムでの一貫した品質管理

新たなデジタル製品、デジタルサービス、デジタルソリューション モジュール式の、柔軟で顧客ニーズに合った生産コンセプト

ビッグデータとビッグデータアナリティクスをサービスとして提供 データアナリティクスによるプロセス異常と製品異常のリアルタイムでの見
える化と最適化 

個人のニーズに合った製品とマスカスタマイゼーション 予知アルゴリズムを用いた主要資産の予知保全により、修繕と保全スケ 
ジュールを最適化して資産の稼働時間を改善

データアナリティクスによる顧客理解の促進を通じた高収益ビジネスの実現 機械稼働率の改善とスループット時間の短縮化に向けた、センサーから
MES（製造実行システム）、リアルタイム製造計画までの垂直統合

中核製品の市場シェア拡大 在庫パフォーマンス改善と物流コスト削減のための水平統合と製品の追跡

人材活用方法の改善と業務スピード向上のための業務プロセスのデジタル
化と自動化

クラウドベースの計画管理プラットフォームを用いた、生産最適化のための
システムに立脚したリアルタイムのエンドツーエンドの計画管理と水平連携

中核製品の市場シェア拡大による生産規模の拡大
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力を持った顧客との	
デジタル関係を	
深める

インダストリー4.0が 進展 すると
ともに、メーカーが一方的に市場
に製品を投入するという従来のビ
ジネスモデルは次第に姿を消し、 

「顧客プル型」、つまり顧客がメー
カーとの密接な協力関係を深めて
製品やサービスができあがる仕組
みが、現在よりもより一層当たり前
になっていくだろう。インダストリー
4.0は顧客関係を維持し、深める
機会を大きく広げると同時に、顧客
獲得競争はいっそう厳しくなるはず
である。

共創とカスタマイゼーションを通じた	
顧客との関係の深化

顧客とのデジタル統合と新たな技術革
新によって生産プロセスが顧客に近くなり、

（例えば、3D プリンティング）、製品の個
別化とカスタマイズ化がさらに容易になる
だろう。PwC がコンタクトした大半の企業
は、既存の製品のデジタル化、あるいは新
たなデジタル製品の開発によって、顧客へ
のデジタル製品・サービスの提供を強化し
ていく予定だと述べた。顧客の需要に柔
軟かつ迅速に応える能力を著しく高める
だけでなく、顧客の需要を予測し、顧客の
行動をあらかじめ想定して、顧客を支援で
きる機会がある。

データを用いて顧客サービスと	
顧客対応力を高める

4分の3近く（72％）の企業が、データア
ナリティクスを利用すれば製品のライフサ
イクルに沿って顧客関係と顧客情報を大
幅に改善できるとみている（図5を参照）。
メーカー側と顧客側とのデータ統合をより
進めると、新しい連携の機会が生まれるか
もしれない。例えば、メーカーは蓄積した
データを賢く使えば、B2B 市場で顧客が 
バリューチェーンにおける計画管理を行う
際に支援することができるので、顧客の業
務効率が向上し、メーカー側の効率も高ま
ることになる。このような連携の機会を視
野に入れている企業は多い。また、調査
対象企業の3分の1以上（38％）は、ビッグ 
データのサービスを外部企業に提供する
予定だと述べた。

顧客の仕様に合わせて 
製品／サービス開発を 

行う

顧客サービスに
イノベーションを起こす

データ
アナリティクスに
よって顧客の要求
に十分に応えて

業務効率を改善する

製品を
ロットサイズ1まで

徹底的に
カスタマイズする

顧客目線の
サプライチェーンを

構築する

顧客を中心に置いた
マーケティングと

チャネルへの
アクセスを推進する

企業はどのようにして顧客に近づくのか

Data
 & Analytics as core capability

Data & Analytics as core capabilit
y

1. 

Digitisation and integration

of 
vertical and horizontalvalue chains
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igital business

m
odels and customer access
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n 
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72%

質問：今後5年間で、データアナリティクスを利用する
のはどの分野ですか？製品のライフサイクルに沿った
顧客との関係と顧客に関する情報を収集し、分析する
プロセスの向上

図5：	インダストリー4.0は、各社が顧客関係
	 を最適化するのに役立つ
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顧客に寄り添い続けるための	
プラットフォームアプローチの構築

統合ソリューションや付加価値サービ
スは、顧客利益を著しく向上させるもので 
あり、既存製品ポートフォリオとパフォー 
マンスの関係に革命的と言えるほどの変
化をもたらすだろう。中でも最も注目すべ
きなのがプラットフォームアプローチだ。
プラットフォームとは、情報交換技術と相
互運用技術の中枢であり、そこではさまざ
まな業者や顧客がシームレスに情報交換
できる。ソフトウェアとインターネット業界
で最も成功したデジタル化に先行して取り
組む企業は、いずれも独自の強力なプラッ
トフォームを用いて自社のポジションを固
めてきた。

インダストリー4.0の先行企業も、同じよ
うな優位性を追い求めるだろう。例えば、
GEとSiemens は、プラットフォームプロバ
イダーとしての地位を急いで固めようとす
でに動いている。各社ともさまざまな会社
の機械と機器を接続し、取引や業務、物流
を促進し、データの収集と分析をクラウド
ベースで行うためのシステムを開発した。

その他の企業も、デジタル性能を備え
た製品の拡充にとどまらず、より包括的な
デジタルサービスの提供に動いている。 
業務内容も、完全なデジタルソリューショ
ンのプロバイダーからプラットフォームイ
ンテグレーターまでさまざまな形態があり
得る。

効果的なプラットフォームは、当然のこ
とながら、顧客を業務プロセスに近づけな
ければならない。こうしたプラットフォーム
を共有する企業は、顧客データにもアクセ
スでき、データを分析して顧客ニーズの予
測力を高め、既存の製品の改善や新製品
の開発につなげている。プラットフォーム
を所有する企業はこうして顧客をつかみ、
顧客へのアクセス手段を所有し、その結果、
他の多くの企業の業務を取りまとめる存在
になる。最終的には、完全なデジタルエコ
システムを提供できるようになるかもしれ
ない。

鍵となるプラットフォーム

製品ライフサイクル管理（PLM）システム：	
メーカーの社内だけでなく、バリュー	
チェーンの主要パートナー企業との間で、
マーケット情報を製品開発や業務プロ
セス、さらにはスマートサービスにつな
げること。

製造実行システム（MES）：複数業者の
機器の間で、それぞれの機器が入力ま
たは生成したデータを送信させると同
時に、複数のソフトウェアとシステムア
プリケーションの間でデータ伝達を促
進する、言い換えればデータをある企
業の基幹システム（ERP）から工場の品
質管理用ソフトウェアにまで共有する。

完全なソリューション／
サービスのプロバイダー

デジタル製品と
データに基づく
サービスに特化し、
顧客向けに完全な
ソリューションを

提供

データアナリティクス、
コンテンツ／プラットフォーム

インテグレーター

データアナリティクス
とデータに基づく
サービスに特化。
専用（オンライン）
プラットフォームを
通じて顧客にアクセス

デジタル
エコシステムの統合
プロバイダー

サードパーティー
のパートナー企業
または競合他社の
製品とコントロールの
仕組みを完全な

顧客エコシステムの中
で統合

中核製品

資産集約型 データ集約型

デジタル機能を付加する
製品メーカー

センサーや
通信機器など
デジタル性能を
備えた製品に特化

価値創造

企業は、デジタル機能を付加した製品の提供からデジタルエコシステムの提供まで、デジタルバリューの創出に	
向かって動いている
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人や文化に焦点を	
当てて変革を	
推進する 

インダストリー4.0は、企業がどう 
組 織 体 制 を 整 え、自社 の 製 品・ 
サービス提供モデルをどう組み立
てるかについて、極めて大きな意
味合いを持つ。

「会社が今後どのように変化していき、自
分はその中でどういう役割を果たすのか？」
－企業はこの点を従業員にしっかりと理解
させなければならないだろう。PwCと各社
とのインタビューの結果、明らかになった
ことは、企業にとっての最大の課題は企業
文化や組織体制、リーダーシップやスキル
といった内部の問題であり、正しい基準や
インフラ、知的財産の保護がきちんとなさ
れているか、あるいはデータセキュリティ
やプライバシー侵害の懸念を克服できる
のか、といった外部の問題ではない。

デジタル文化と正しい教育研修が欠如
していることを最大の課題と捉えている企
業が最も多かった（図6を参照）。この問題
はデジタル化が進んでいると自己評価して
いる企業にも当てはまっており、業界や地
域を問わず共通した課題となっている。

データアナリティクスにも	
大きな影を落とすスキル問題

データアナリティクスの活用に関する従
業員のスキルや能力不足も、調査対象企
業は最大の課題として認識している。デー
タアナリティクス能力を高める上で最も改
善しなければならないのは、社内のデー
タアナリティクステクノロジーとスキルレ
ベルだと3分の2を超える（69％）企業が
回答しているのも不思議ではない。テクノ 
ロジーの提供や研修の実施など、外部と
の連携が一定の役割を果たすと答えた企
業や、少数（18％）ながら合併および買収

（M&A）を利用して外部企業を取り込むこ
とを考えているところもある。

質問：デジタルオペレーション構築における最大の課題または障害は何ですか？

Data
 & Analytics as core capability

Data & Analytics as core capabilit
y

1. 

Digitisation and integration

of 
vertical and horizontalvalue chains

2. D
igital business

m
odels and customer access
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n 
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図6：	デジタル文化とデジタルに関する研修の欠如が各社にとって最大の課題

社内のデータアナリティクス
テクノロジーと
スキルレベルの向上が	
データアナリティクス能力を
引き上げるための	
最短の道だと69％が回答。

デジタルを用いてどのような業務を実現するのかについての
明確なビジョンとトップマネジメントの支援／リーダーシップの欠如

デジタル投資の経済的利益が不明確

デジタル文化とデジタルに関する研修の欠如

必要な投資額が大きい

外部データに対するデータセキュリティと
データの機密性をめぐる問題が解決されていない

人材不足

デジタルに関する標準、基準、認定制度の欠如

基礎インフラ技術の拡張が遅い

ビジネスパートナーとデジタルソリューションにおける
連携ができていない

自社の知的財産を管理できなくなることへの懸念

40%

38%

36%

25%

25%

21%

18%

16%

14%

注：各回答者は選択肢の中から三つ選んでいる
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データアナリティクスと	
デジタルに対する信頼性が	
インダストリー4.0	
の基本

データはインダストリー4.0の心臓
部であるが、とてつもない勢いで膨
らむ情報流入も、正しいアナリティ 
クス技術がなければ宝の持ち腐れ
となる。センサー、組み込みシス
テム、接続された装置の数の急速
な拡大、さらにはバリューチェーン
の水平領域における連携と垂直領
域における連携の拡大も、莫大な
継続的データフローを生み出して 
いる。

データはさまざまな出所から、さまざま
なフォーマットで流入してくるため、内部 
データと外部ソースからのデータを結びつ
ける必要がある。データを用いて価値を
生み出すには高度で効果的なデータアナ
リティクスを欠かすことができない。さらに、
データの流入ポイントがかなりの数に上る
ため、企業はデータセキュリティとそれに
関連する問題には事前予防型のスタンス
で徹底的に取り組み、デジタルに対する信
頼性を確保する必要がある。

デジタル化に先行して取り組む企業は	
データを使って意思決定を加速する

調査対象企業の大半（83％）が、5年後
にはデータが自社の意思決定に著しい影
響を及ぼすと予想しているが、現時点で意
思決定を支援するためにデータを用いて
いる企業はおよそ半分にすぎない（図7を
参照）。PwC の調査によると、デジタル化
と統合において、すでに先行している企業
は、データアナリティクスの運用面でも他
社のはるか先を走っている。デジタル化と
統合が進んでいる企業の中では、4分の3
近く（73％）が、データとアナリティクスが
意思決定に極めて大きな役割を果たして
いると回答している。一方デジタル化と統
合のレベルが低い企業では、意思決定に
おけるデータとアナリティクスの活用の割
合は38％にすぎない。.

重要性が高い（高くなる）と回答した企業の割合（％）

現在 5年後

39%

60%

40%

55%

49%

54%

50%

66%

49%

43%

50% 83%+33%

重要性が高い
（5年後）

重要性が高い
（現在）

図7：	データとアナリティクスは意思決定にとって次第に重要になりつつある

質問：データの収集、分析、利用は貴社の意思決定にとってどの程度重要でしょうか？

航空宇宙・防衛・警備

化学

エンジニアリング・建設

林業、製紙、包装

金属 

重工業・産業機械

運輸・物流

電機・電気製品 

自動車

その他

82%

88%

72%

83%

83%

88%

90%

89%

84%

83%
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データアナリティクスは意思決定のため
のツールを提供するもので、経営陣の理
性的な判断に完全に取って代わるもので
はないという点は覚えておくべきである。
PwC は別の調査で意思決定の「直感と科
学」について分析し、データアナリティクス
は将来いっそう中心的な役割を演じるよう
になるものの、他の要素、とりわけ主要な
戦略的意思決定に完全に置き換わること
はないことを確認した3。

企業はビッグデータの活用を	
拡大する必要がある

多くの企業はすでにデータアナリティク
スをさまざまなプロセスの分析と報告に
使っている（図8を参照）。調査対象企業
の回答によると、各社のデータアナリティ
クスの用途としては、事業計画と製造オペ 
レーション全般の管理と改善に使ってい
る企業が多く、次いで（現在においても、 
5年後 にお いても）顧客 にアクセスし、 
ニーズを把握するための手段として利用
する企業の割合が肉薄している。およそ 
4分の3の企業がこれらの分野でデータア
ナリティクスを活用するか、活用を計画し
ている。しかし、こうしたアプローチは始ま
りにすぎない。

データアナリティクスには他にもさまざ
まな活用方法があるが、それに気がつい
ている企業は極めて少ない。例えば、自社
の資産や顧客が所有する製品のサービス
や保守の向上、パートナー企業との協業や
意思決定の改善といったことが挙げられる。
データアナリティクスの活用は、新たな 
サービス提供や業務のやり方に新たな可
能性を開くもので、各社はこれまで以上に
注意を払いたいと考えるかもしれない。

成功のためには、各社はデータを活用し
て市場の動きや顧客行動を予測し、先を
見越した製品の改善や、新たな製品・サー
ビスの開発をできるようにする必要がある。

現状 今後5年間での活用拡大

事業計画・管理全般の最適化 56% 22% 78%

製造オペレーションの計画・管理の改善 75%59% 16%

製品ライフサイクルに沿った顧客との関係と
顧客に関する情報を収集し、分析するプロセスの改善 72%51% 21%

業務効率の改善に向けた資産活用の効率化 71%52% 19%

新製品／サービスの開発または
既存製品／サービスの最適化 69%44% 25%

売上高の拡大 68%46% 22%

輸送・物流コストおよび業務効率の最適化 67%48% 19%

製品の品質または製造プロセスの改善 65%47% 18%

自社の資産または顧客の製品保守／
サービスの効率化

パートナー企業との協業および
意思決定の改善

61%38% 23%

56%36% 20%

3	  PwC, Global Data & Analytics Survey 2014: Big Decisions™

図8：	企業はデータアナリティクスの範囲を過小評価しているのか？

質問：ビッグデータアナリティクスを現在どの分野で活用していますか？今後5年間で、
データアナリティクスを新たに活用するのはどの分野ですか？
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デジタルに対する信頼性の確保が最優先

デジタルエコシステムとデータの広範な
活用はサイバーセキュリティに関する重要
な課題を提起する。データが収集・交換さ
れる接点が増えれば増えるほど、サイバー 
攻撃を仕掛けることができるポイントが
増える。調査対象企業は、データセキュリ 
ティに関する幅広い懸念を示した。特に、
サイバーセキュリティの侵害による業務中
断が最も懸念されている（図9を参照）。賠
償責任リスク、データへの不正アクセス、
自社の評判へのダメージといった問題も
関心として高い。

ただし、好材料もある。調査対象企業の
多くはこの点で大きく進歩したという自信
を持っている。データセキュリティとデー
タの機密性をめぐる問題が未解決である
点を、自社のインダストリー4.0対応を遅
らせている課題のトップ3に挙げた企業は
25％にすぎない。インダストリー4.0を着
実に進めるため、多くの企業はデジタルに 
対する信頼性を確保し維持することを優先 
する必要がある。

例えば、企業がデジタルエコシステムの
中で業務を行うようになると、技術ドメイ
ン全体をエコシステムの中にまとめること
が重要になる。そこには組織機能と取引
の管理、自動化された機器の制御、製品お
よびサービスの製造と提供（最終顧客向け
に特化する場合もある）の支援などが含ま
れる。セキュリティを全てのシステムとプ
ロセスに不可欠な要素とすれば、攻撃を
防げると同時に、攻撃が起きたときの対応
速度を上げることができる。第三者保証も、 
システムがセキュリティの観点において頑
丈であることを証明し、エコシステム参加
者の自社プラットフォームのセキュリティ
に対する信頼を高める重要な方法だ。

また、エコシステムパートナーとの協力
も重要である。攻撃されそうなポイントが
エコシステム全体に広がると、責任は幅広
い範囲で共有される必要がある。

デジタルに対する信頼性の確保は複雑
な問題だが、透明性、正当性、有効性とい
う三つの柱に立脚している。PwC は別の
調査で、データへのアクセスと利用に関す
る倫理と統制、インターネットを通じた相
互通信、デジタル・リスク・レジリエンス、 
デジタル時代の価値創造を中心とする10
の問題を検討した4。こうした問題の緊急
性と相互関連性―およびそれらに対する
規制対応―に組織は直面している。企業
はそれらから目を離さずに対応しなけれ
ばならない。

注：各回答者は選択肢の中から三つ選んでいる

サイバーセキュリティ侵害による
業務の中断 54%

データ喪失による損害賠償リスク 40%

企業内部のデータフローにおける不正な
データ抽出／修正

データの喪失による会社の評判へのダメージと
信頼の失墜 39%

パートナー企業との情報交換中における
データの誤用

37%

知的財産の損失 35%

データセキュリティまたはデータの
機密性に関する法令違反 30%

オペレーターまたはユーザーを
危険にさらすこと 10%

40%

4	 Norbert Schwieters, PwC, "Ten digital trust challenges"（デジタル信頼性に関する10の問題）、2015年12月4日

図9：	業務の中断がデータセキュリティ上の最大の懸念

質問：データセキュリティに関する主な懸念は何ですか？

デジタルに対する信頼性の	
確保は複雑な問題だが、	
透明性、正当性、有効性	
という三つの柱に立脚	
している。
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会社全体で頑強な	
データアナリティクス	
能力を備えるには	
大きな変革が必要

PwC が調査した企業は、デジタル
化を成功裏に推進するにはデータ
アナリティクスの能力を持つことが
極めて重要だということを強く認識
している。しかし、インダストリー
4.0の導入を本格的に推進する上
で必要な高い水準に達するまでに
はまだまだ長い道のりがある。

調査対象企業のうち自社のデータアナ
リティクス能力の成熟度が「高い」と回答
したのはわずか18％（図10を参照）にとど
まり、半分以上の企業が、従業員のスキル
と能力が欠如していることがデータアナリ 
ティクスの十分な活用に向けた主要課題
と答えている。

一時的な対応のその先へ

データアナリティクスの組織化やガバナ
ンスが一時的な対応となっていることが、
各社の歩みを止めている一因かもしれな
い。半分近くの企業ではデータアナリティ
クスの組織化やガバナンスの体系的アプ
ローチが整っていない（図11を参照）。調
査対象企業の38％が、一部従業員個人の
選択的、限定的データアナリティクス能力
に依存していると答え、十分なアナリティク
ス能力を持つ人材がいないと答えた企業
もそれ以外に9％あった。

そ の 一方で、3分 の1を 超 える企業 が 
データアナリティクスを特定の部署に組み
入れ、データアナリティクスの可能性を十
分に活用するための業務知識を柔軟に身
につけようとしている。さらに、14％の企
業はデータアナリティクス専門の部署を持
ち、全社の数多くの部門にサービスを提供
している。デジタル化に先行して取り組む
企業の方がこの二つの選択肢にすでに取
り組んでいる傾向が強い－43％が特定の
部署にデータアナリティクス機能を組み入
れ、24％が専門部署を持っている。

高度なデータアナリティクス能力を備え
るためには、企業は、データサイエンティ

ストやアルゴリズム設計者など幅広いス
キルを持った人材を活用する必要がある。 
また、意思決定の支援には業務プロセス
の専門家、高度なアルゴリズム、ワークフ
ローの統合も必要だ。状況によってはアウ
トソーシングも内部の能力を補完し、ある
いは一時的なギャップを埋めるのに貢献
するかもしれない。

Data
 & Analytics as core capability

Data & Analytics as core capabilit
y

1. 
Digitisation and integration

of 
vertical and horizontalvalue chains
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igital business
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52%
中程度

18%
高い

22%
低い

Advanced

8%
外部パートナー
企業にアウト
ソース

図10：	大半の企業が十分なデータアナリティクス能力をまだ身につけていない

質問：データアナリティクス能力はどの程度ですか？

Data & Analytics as core capability
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5%
データアナリティクス
サービスはアウトソース
され外部のサービス
プロバイダーが
担当している

35%
データアナリティクスは

特定の部署に
組み入れられている

14%
全社の数多くの部門に
サービスを提供する
データアナリティクス
専門部署がある

9%
データアナリティクス
業務を担当できる
部署も人材も
いない 38%

従業員個人に属した
選択的、限定的

データアナリティクス
能力を活用
している

図11：	半分近くの企業がデータアナリティクスの活用を支えるしっかりとした組織の構築を
依然として必要としている

質問：データアナリティクス業務がどの程度組織化されていますか？

注：回答は四捨五入されている
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グローバル化は	
加速するが、	
地域性は明確に残る

インダストリー4.0は、世界中のサ
プライチェーンとデータネットワー
クを通じて、企業や国をこれまで以
上に強く結びつけるため、いっそう
グローバル化が進むであろう。

多くの業界トップ企業は世界中に施設
を構え、業務を行っている。従ってインダ
ストリー4.0の導入は特定の国や地域に限
られるものではない。同時に、多くのアプ
リケーションはローカルビジネスと密接に
結びつく。なぜなら多くのカスタマイズが
各地域で行われており、その製造も各地域
で行われていることが多いからだ。

今回 の 調査結果 で は、世界中 の 業界 
トップ企業に類似性が見られると同時に、
地域差も相当あることがわかった。

社会通念に照らせば、インダストリー4.0
の観点からすると、先進国は（少なくとも短
期的には）勝ち組なのかもしれない。とい
うのも先進国はデジタル業務を推し進め、
圧倒的な効率化を成し遂げているからだ。
では、新興国は負け組なのか？PwC の調
査結果によると、インダストリー4.0が世界
中に定着すると、最も享受する恩恵が大き
いのはおそらく新興国だ。デジタル化を活
用してバリューチェーンの水平領域の効率
性を高め、グローバルな製造ネットワーク
で効率的に業務を動かし、主な部品や製
品、システムを提供できるからだ。さらに、
人件費の高騰と、プロセスのデジタル化が
もたらす可能性を考慮すれば、新興国で
は平均以上の効率性向上が図れるはずだ。

売上高の増加 効率性の向上コスト削減

米州

地域別

国別

全世界

37%

アジア太平洋 39%

EMEA（欧州・中東・アフリカ） 32%

39% 50%

57% 68%

41% 55%

35% 43% 56%

米国 37% 37% 51%

中国 51% 59% 72%

日本 22% 65% 67%

ドイツ 30% 42% 62%

インド 43% 46% 62%

ブラジル 41% 32% 41%

各地域で今後5年間に各項目20％以上の効果が期待できると回答した企業の割合

図12：	あらゆる地域で企業は莫大な効果を予想

質問：デジタル化による累積効果は今後5年間でどうなると予想していますか？
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地域別・国別の比較

日本とドイツの企業は、社内業務のデ
ジタル化とバリューチェーンの水平領域
全体での連携では最も進んでいる。テク
ノロジーと従業員教育に多額の資金を投
じており、主に業務効率の向上、コスト削
減、品質保証の点からデジタル化を捉えて 
いる。

PwC は、米国企業を支援してきた経験
から、米国企業 が 製品ポートフォリオと 
サービスポートフォリオのデジタル化を急
速に進めており、破壊的なビジネスモデル
への開発投資を一段と増やす計画である
とみている。米国企業は効率性の向上よ
りもデジタル化による売上高の増加を重
視している。

他方、中国企業はデジタル化のあらゆ
る側面で際立っている。コスト削減とデジ
タル関連の売り上げ増のいずれの面でも、
2020年まで全世界の平均を上回る結果

が出ると予想している。中国は、人件費の
高騰に対し、解決策を見いだす必要があり、
労働集約的な製造プロセスの自動化とデ
ジタル化から利益を最も得る国の一つで
ある。さらに、中国企業はデジタル化を積
極的に受け入れ、柔軟に対応しており、中
国の労働者もデジタル技術を受け入れて
いる。

アジア太平洋地域が突出しているが、	
他の地域も急速に追いつこうとしている

世界のあらゆる地域の企業はインダス
トリー4.0というアクセルを強く踏んで、著
しい利益を得ようとしている。しかし、最も
突出しているのはアジア太平洋地域の企
業である。莫大なデジタル投資を計画し
ているだけではなく、現在のデジタル化と
統合の点でもすでにかなり進んでいる。現
在すでに高水準に達しているのは5分の2 

（36％）の企業で、3分の1（32％）の米州
と30％の EMEA 諸国よりも高い（図13を
参照）。

5年後の展望に目を向けると、デジタル
統合 の 期待水準 は3地域（EMEA、米州、 
アジア太平洋）ともおおむね同水準である。
大半の企業が高度なデジタル化と統合を
達成すると予想しており、特に日本とドイ
ツはデジタル化が80％を超えると答えて
いる。米国、フランス、スウェーデン企業も
同程度の楽観的な予想をしている。現時
点ではアジア太平洋地域の企業が最も高
レベルのデジタル化と統合を実現している
と回答しているが、2020年までにデジタ
ル化が最も大きく進むと予想しているのは
米州企業で、EMEA 企業がこれに続いて
いる。

米州
デジタル化の水準（現在）

アジア太平洋

EMEA（欧州・中東・アフリカ）

デジタル化の水準（5年後）

デジタル化の水準（5年後）

デジタル化の水準（5年後）

デジタル化の水準（現在）

デジタル化の水準（現在）

32% 74%

36% 67%

30% 71%

+42%

+31%

+41%

図13：	世界中の企業が今後5年間でデジタル化が劇的に進むと予想している

質問：デジタル化と統合はどの程度まで進んでいますか？今後5年間でどの程度のデジタル化と統合が実現すると予想していますか？
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大きな効果を	
期待できる	
莫大な投資：	
今こそ本格的に取り組む時

 

PwC が調査した9業種の企業は、
今後5年間にわたり世界中で年間
9,070億米ドルをインダストリー
4.0のアプリケーションに投資する
計画である。これはとてつもない
金額だが、その効果はさらに大きい。 

調査対象企業は、インダストリー4.0に
よる効率性の著しい向上とコスト削減に加
え、年間4,930億米ドルの売り上げ増が見
込めると答えている。投資金額が最も大き
いのは電機・電気製品産業である（図14を
参照）。主な投資対象はセンサー機器や
接続機器のようなデジタル技術、および製
造実行システム（MES）のようなソフトウェ
アやアプリケーションだ。各社は従業員の
教育、専門家の新規採用、組織改編の推
進にも多額の投資を行っている。

今後5年以内に、	
高水準のインダストリー4.0
を導入することが	
「競争への参加資格」となり、
投資家からは	
「資金提供の条件」と	
見なされるようになるだろう。

15

45

195

15

55

177

97

243

65

インダストリー4.0への投資
（％／年、2020年まで）

インダストリー4.0への投資
（十億米ドル／年、2020年まで）

5%

5%

5%

4%

4%

5%

5%

7%

5%

5% 907合計

図14：	全業種の企業が莫大な投資を計画

質問：デジタルオペレーション構築に現在どれだけの投資を行っていますか？また将来どれだけの投資を行う
予定ですか？（年間売上高に占める投資額の割合）

航空宇宙・防衛・警備

化学

エンジニアリング・建設

林業、製紙、包装

金属 

重工業・産業機械

運輸・物流

電機・電気製品 

自動車

加重平均
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追いつくことが次第に難しくなる

今すぐにインダストリー4.0に対する投
資を増やすべきである。躊躇している時間
はない。デジタル化に先行して取り組む企
業は、コスト構造、業務効率、売上高を劇
的に改善し、競争環境を根本から変えるべ
く、投資金額を拡大しようとしている。そ
の他の企業も同様の動きをしている。実際、
企業の20％は今後5年間で毎年売上高の
10％以上を投資する計画である（図15を
参照）。

将来については、過去2年間それほど投
資してこなかった企業の多くが今後5年間
で投資拡大を計画している。これはデジ
タル化に先行して取り組む企業に追いつ
くための一つの方法である。しかし、まだ 
3分の1強の企業は投資額をそれほど増や
さない予定だ。「完璧な」技術を待ってい
るのかもしれない。しかしその姿勢は先見
性に欠けている。すでに示したように、企
業にとっての最大の課題は正しい技術を
導入することではなく、組織と文化を変革
することなのだ。これを実現するには長期
的な変革プログラムが必要である。

すでにデジタル化に先行して取り組む
企業が、急速な進展の継続を想定してい
ることから、そうでない企業は大幅な投資
拡大に踏み出さない限り、高度なデジタ
ル化を達成することはまず不可能だろう。
追いつくための投資額は極めて高額にな
ると思われるため、デジタル化に先行して
取り組む企業は、自社の製品やサービス
をデジタルエコシステムの中で「最適なプ 
ラットフォーム」として提供でき、圧倒的に
有利な立場を確保する。何といっても、参
入が遅すぎる企業は、インダストリー4.0
の世界に飛び込もうにも自社の企業文化
が遅れてしまっていることに気づくことに
なる。

今後5年以内 に、高水準 のインダスト 
リー4.0を導入することが「競争への参加
資格」となり、投資家からは「資金提供の
条件」と見なされるようになるだろう。後れ
を取っている企業は、市場でのシェアを維
持するのに苦戦するだけでなく、資本調達 
コストの上昇にも直面するはずである。

迅速な投資回収

大半の企業が、インダストリー4.0プロ 
ジェクトへの投資を2年以内に回収できる

（投資利益（ROI）を獲得できる）と見込ん
でいる（図16を参照）。3分の1強の企業
がそれよりも長く、3年から5年かかると予
想しているが、インダストリー4.0への投資
の元が取れるまでに5年以上かかると考え
ている企業はほとんどない。

年間売上高に占める投資額の割合（％）

今後5年間での投資水準

15%

0～1%／年

20%

10%超／年

22%

2～3%／年

21%

4～5%／年

10%

6～9%／年

13%

10%／年

5%／年
（中央値）

図15：	戦略的に投資をしない企業は競争優位を失う

質問：デジタル化に対するソリューションに現在どれだけの投資を行っていますか？また将来どれだけの投資を
行う予定ですか？（年間売上高に占める投資額の割合）

2年以内

2～5年

5年超 

55%

37%

8%

インダストリー4.0への
投資の回収期間

図16：	大半の企業はインダストリー4.0への
投資を2年以内に回収できると予想

質問：デジタル投資の回収期間をどのぐらいだと予想
していますか？
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デジタル化成功への青写真

インダストリー4.0を推し進める上
で非常に重要なのは、デジタル能
力を獲得し、会社全体で展開する
ことである。このプロセスには時間
がかかるので、競合他社に対する
先行企業としての優位性を獲得あ
るいは維持するには、トップマネジ
メントの強い取り組み姿勢と導入
に向けた莫大な投資が必要になる。

世界をリードする企業と数百にも
及ぶ変革プロジェクトを実施して
きた経験を踏まえ、PwC は、将来
のデジタル化社会の勢力図で優位
に立つために必要な六つの実践的
なステップを定義した。

 

デジタル化成功への青写真

自社の
インダストリー4.0 
戦略を立案する

1

まずはパイロット
プロジェクトを

立ち上げる

2

必要な能力を
定義する

3

データ
アナリティクス
の達人になる

4

デジタル
エンタープライズ
への変革を遂げる

5

エコシステム
アプローチを

積極的に立案する

6
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自社の	
インダストリー4.0	
戦略を立案する 

インダ ストリー4.0戦略 は、自社
が 完全 なデジタル エンタープラ
イズ になるために今後取るべき 
一つ一つのステップを決めること
に他ならず、従って、時間をかけて 
ビジョン を 明確 に 定 めることが 
重要である。

自社のデジタル成熟度を今すぐ評価し、	
今後5年間の明確な目標を設定する

多くの企業は自社ビジネスのデジタル
化にすでに着手しているが、このプロセス
は全社的アプローチではなく、社内の特定
部門の中で始まっていることが多い。まず
は時間をかけてインダストリー4.0の全分
野について自社のデジタル化の成熟度を
評価して、自社がすでに身につけている強
みは何か、将来のソリューションを実現す
るにはどのシステム／プロセスを統合する
ことが必要かを理解しなければならない。
PwC の「成熟度モデル」はこのプロセスを
迅速化させるツールの一つである（次ペー
ジの「PwC 成熟度モデル」を参照）。PwC
のデジタル IQ ベンチマーク5は、自社がデ
ジタル化の成功に向けてどの程度のポジ
ションにいるかを評価するために使えるも
う一つのツールである。

自社が将来どういう方向に進みたいか
を考え始めるにあたっては、現在置かれて
いる状況にとらわれることなく、時間をか
けて、全く自由な発想で、顧客、サプライ 
ヤー、技術パートナー、そして競合他社と
でさえ協力することで何が得られるかを考
えるべきである。技術的な詳細に留まらず、
新しいアプリケーションが自社のバリュー
チェーンや顧客との関係、顧客アクセスに
どのような影響があるかも考えるべきであ
る。行動計画の策定にあたっては、顧客行
動が将来どう変化するのか、顧客との関係
がどう変化するかを検討しなければなら 
ない。

現在の状況から将来の望ましい状況へ
の移行には、厳密なステップと明確な優先
順位づけが必要となる。一部の先進企業
は、当初の規模は小さくとも、最終的には
中核ビジネスの変革を実現する取り組み
に着手している。

5	 PwCデジタルIQベンチマーク

自社のデジタル戦略を
構築する際に検討すべき	
ポイント：

自社の現在の能力はどの程度成熟	
しているか？

顧客、サプライヤー、技術パートナー、
そして競合他社との協業を改善する	
ことで何を得られるのか？

顧客行動はどう変化し、それに対応	
して顧客との関係をどう変えていく必
要があるのか？
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各部署の機能は「サイロ」に 
集中

部署横断的な協力はあるが、体
系的かつ一貫して行われている
わけではない

企業間の壁や文化を越えた協力、
共有の促進

協働を主要なバリュードライバー
とする

組織、従業員、
デジタル文化

製品と
サービスの
デジタル化

オンラインとオフラインのチャ
ネルが分離しており、顧客より
も製品に注目している

オンラインとオフラインチャネ
ルを統合的に 利用したマル チ 
チャネルでの販売、個人のニー
ズへの適合など、データ分析を
展開

顧客別のアプローチ、バリュー 
チェーンのパートナー企業との相
互作用。インターフェースの共有
と統合

顧客への共感と顧客との関係を
管理しながら行う、全てのデジタ
ルマーケティングとセールスチャ 
ネルにわたる統合され た 顧客 
管理

デジタルビジネス
モデルと顧客への
アクセス

最初のデジタルソリューション
と個別のアプリケーション

ソフトウェア、M2M（機械と機械
の）ネットワーク、データを主な
差別化要因とするデジタル製品・ 
サービスポートフォリオ

サプライチェーン全体に及ぶ統
合された顧客ソリューション、外
部パートナー企業との協力

イノべーティブな製品やサービス
のポートフォリオ、ロットサイズ1
などを特徴とする破壊的なビジ
ネスモデルの開発

部分的にプロセスがデジタル
化、オートメーション化されて
いる。製造部門を含む、または
内外パートナーとの部分的な
統合。協力のための標準プロ
セスが一部整う

半分手作業によるデータ抽出
に主に依存した分析能力。部
分的な監視とデータ処理。イベ
ント管理はなし

社内の断片的なITアーキテク
チャ

デジタル化を視野に入れない
伝統的な体系

社内における垂直領域のデジタ
ル化および内部プロセスとデー
タフローの標準化と統一化。外
部パートナー企業との限定的な
統合

一極集中型ビジネスインテリジェ
ンス（BI）システムに支えられた
分析能力
個別の標準化されていない意思
決定支援システム

社内 の 均質的な IT アーキテク 
チャ。生成されるさまざまなデー
タキューブの接続

デジタル化に伴う課題は認識さ
れているが包括的に対処されて
はいない

顧客 および 外部 パ ートナ ー 企
業とのプロセスおよびデータフ 
ローの水平統合、ならびにネット
ワーク全体の完全な統合を通じ
た徹底的なデータ利用

全ての関連する内外の情報源、 
一部の予測分析をまとめる一極
集中型BIシステム
特定の意思決定支援およびイベ
ント管理システム

パートナーネットワーク内での共
通のITアーキテクチャ
高パフォーマンスのアーキテク 
チャを備え、相互接続されたシン
グルデータレイク

法的リスクはパートナー企業と
協力して常に対処されている

完全にデジタル化した統合的な
パートナーエコシステム（自己最
適化能力を持つ）、仮想プロセス、
コアコンピタンスへの集中、分散
型自律性。広範な業務情報への
ほぼリアルタイムのアクセス

インパクト分析と意思決定支援を
可能にするインテリジェントデー
タベースと自己学習アルゴリズ
ムを備えた、リアルタイムな最適 
化と自動イベント処理を目指す 
予測分析の集中的利用

外部 デ ータ統合機能を備えた 
シングルデータレイクと柔軟な 
組織
パートナー企業のサービスバス、
安全なデータ交換

コンプライアンス、セキュリティ、 
法務、税務 に 対 す る バリュー 
チェーンのネットワークを最適化
している

バリューチェーンの
垂直領域と
水平領域の
デジタル化と統合

コアコンピタンスと
してのデータと
アナリティクス

アジャイル
ITアーキテクチャ

コンプライアンス、
セキュリティ、法務、
税務

2 3 4
デジタルノビィス
（新参者） 垂直統合 水平連携

デジタル	
チャンピオン

1

自社のトップ全員を関与させる

能力を身につけ、プロセスとITを適応さ
せ、社内文化の変革を推進するには何年
もかかる。従って、自社のトップマネジメント
が明確なリーダーシップを発揮することが
極めて重要だが、それと同じくらい重要な
のは、トップを説得して、それぞれに率先
して望ましい変革を成し遂げてもらうこと
である。組織全体のトップクラスを結集す
る一つの方法は、最新技術に関する説明
会やイノベーションの中核となる拠点の訪
問を実施するなどして、彼ら、彼女らを最
初から教育することだ。

�PwC成熟度モデル：七つの次元と四つの成熟段階におけるインダストリー4.0の能力開発
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まずはパイロット
プロジェクトを	
立ち上げる 

インダストリー4.0プロジェクトの
結果次第でかなりのことが決まっ
てしまうため、企業は当初の課題
克服のための努力が必要となる。 
デジタル 化の経済的利益を計算
することが難しいことから、資金を
確保し利害関係者の賛同を得るこ
とは難しいかもしれない。しかも、 
プロジェクトチームは、初期段階で
は事業性検証も技術の実証もほと
んどできないだろう。

パイロットプロジェクトを立ち上げれば
こうした問題に対処できる。全てのプロ 
ジェクトが成功するとは限らないが、自社
にとってうまくいく方法は何かを学ぶ一助
にはなるはずだ。成功した実績を初期段
階で見せることで、組織全体から支持が得
られ、大規模なプロジェクトの資金を確保
できるかもしれない。

重要なのは、適切なプロジェクトを選択
することだ。対象を絞り込みつつも、イン 
ダストリー4.0の「エンドツーエンド」の 
コンセプトからは外れないことを勧める。
選択肢としては、一つまたは二つの製造現
場の垂直統合で、デジタルエンジニアリン
グやリアルタイムデータに基づく製造計画
の統合などが考えられる。選定した主要サ
プライヤーとの水平統合ももう一つの選択
肢だ。例えば自社の出荷物に追跡機器を
取り付けると、エンドツーエンドの可視性
を実現できる。あるいは、重要な製造用機
器にセンサーとアクチュエーターを取り付
け、データアナリティクスを用いて予知保
全の方法を探ることもできるかもしれない。
下の図はパイロットプロジェクトの対象と
して考えられる分野の全体図を示している。

部門横断型のチームを立ち上げると、 
しっかりとした戦略策定ができる場合が多
い。こうしたチームは、技術や仕事の仕方、
エコシステムについて会社の既存の垣根
を越えて自由に物事を考え、会社を新しい
戦略の方向に向かわせるためのプロジェク
トに100％専念させるべきである。IT 部門
や人事部門のメンバーも、実現要素として
重要な役割を果たすので、部門横断型の
パイロットチームに組み込まれられるべき
である。

データアナリティクスはパイロットプロ
ジェクトの一部として行われることが多い。
もっとも、データアナリティクスの使用例を
見極めつつその優先順位を定めようとし
ている企業の場合には、単独のパイロット 
プロジェクトとして立ち上げる場合もある。

まだ基準やインフラが確立されていな
いので、パイロットチームは、なるべく実
践的になるようにプロジェクトを設計する
必要がある。パイロットプロジェクトは、そ
れ自体、企業に何らかのメリットをもたら
す場合もある。ただしその最も重要な目的
は、自社があらゆる部門やエコシステム全
体でどのように機能するのか、そしてIT や 
セキュリティ、ツール、プロセス、人々の能
力にどのような変化を起こす必要があるか
に関するインサイトを得ることにある。

また、スタートアップ企業、大学、業界団
体など、社外の専門家と協力して自社の 
デジタルイノベーションを加速させる検討
を行ってもよい。

インダストリー4.0のパイロットプロジェクトは、バリューチェーンの垂直領域と水平領域の全域にその機会が存在している

デジタル
ハードウェアの

最適化と稼動保証
研究開発部門内の

デジタル 
コラボレーション

デジタルモデリング、 
デジタルモックアップ、 

デジタル 
シミュレーション

E2E（エンド
ツーエンド）
の製品ライフ
サイクル管理

物流の可視化

E2Eでの 
統合計画管理と 

リアルタイムでの 
実行 予知保全

Eファイナンシング
／管理

デジタル
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必要な能力を	
定義する

パイロットプロジェクトで学んだ教
訓を基に、自社のエンタープライズ
アーキテクチャと必要な能力を詳
細に洗い出す。アジャイル IT イン
フラのようなインダストリー4.0の
実現要素が、自社の業務プロセス
全体を根本的にどう改善可能なの
かも検討する。

過去最も成功したアプローチは、新しい
デジタルビジネスモデルや社内のデジタ
ル化の実現に必要な能力が何であるかに
焦点をあてている。新しい能力を身につけ
るには、四つの戦略的側面を考慮する必
要がある。それは、組織、人、プロセス、技
術だ。

自社組織を微調整する

新しい組織構造には次の要素が含まれ
る必要があるだろう。

•	 旧組織の影響を受けずに新しいビジ
ネスアイデアを守り、育てるインキュ	
ベーター

•	 正式な職位の序列がなく、一時的に自
主的に組成されたチームが、部門横
断的な組織構成の中で問題を解決し	
たり、アイデアを開発できる中核的拠点

•	 啓発的かつ創造的で、序列とは無縁の
職場環境を提供し、試行錯誤の文化
が生かされているコンセプト構築部門

人に注目する

適切なデジタルスキルを持った人材を
魅了する戦略を立案すべきである。イン
ダストリー4.0の成否はスキルと知識にか 
かっている。最大の制約条件は、デジタル
化を軌道に乗せるのに必要な人材を新た
に雇えるか、既存の従業員を育成できるか
どうかだと思われる。データサイエンティ 
スト、ユ ーザーインターフェースデザイ 
ナー、デジタルイノベーションマネジャーな
ど、新たな役割を社内に設ける必要がある。
新しいデジタルスキルに配慮して、既存 
の職務内容を見直す必要があるかもしれ
ない。

プロセスを改善する

最も重要な変革の一つは、エンドツーエ
ンドというプロセスの視点に注目すること
である。そうすれば新しい協力関係が生ま
れやすくなる。高まる期待に応え、さまざ
まなチャネルで一貫したユーザーエクスペ
リエンスの提供を可能にするためにも強
力なユーザーインターフェースは極めて重
要である。

デジタルに対する信頼性を確保するに
は数多くの新しい取り組みも必要となる。
こうした取り組みには、データセキュリティ
に対するアプローチの策定、アクセス権制
御、機密性の高い顧客データ管理の基準
設定、コンプライアンスプロセスの策定な
どが含まれる。セキュリティ要件を監視・
評価するために情報保証のコンプライアン
ス体制を確立する必要がある。目指す方
向は、関係者（企業）間のコラボレーティブ
な環境の下、リスク、脅威、セキュリティの
問題をエンドツーエンドで管理することに
より、情報セキュリティと信頼性を確保す
ることである。

新技術の導入

当然ではあるが、新技術はインダスト
リー4.0のパイロットプロジェクトの中核
になるだろう。最も重要 な 要素 の 一 つ
は、ビジ ネス の 要求 に 柔軟 に 応 えられ
るアジャイル IT 機能 を 開発 することで 
ある。迅速なアプローチで有益なソリュー 
ションをつくり、新たな要件に応えることで、
アジャイル IT 機能 は 継続的 なサービス 
改善に貢献できる。

中核的な役割を果たすもう一つの技術
は、広範囲にわたる大量の機器を監視、 
管理、調整し、中央集権型のサービスを提
供する「モノのインターネット（IoT）」管理
になると思われる。これには（ソフトウェア
のアップグレードを通じた）機能性、通信
の標準化、接続性の提供や適切なレベル
でのセキュリティの確保などが含まれる。

デジタルに対する信頼性の確
保を引き続き重視すべきだ。
目指す方向は、関係者（企業）
間のコラボレーティブな環境
の下、リスク、脅威、セキュリ
ティの問題をエンドツーエン
ドで管理することにより、情報
セキュリティと信頼性を確保
することである。
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「データの達人」
になる

適切なデータの特定・収集、そして、
正しい目的のためにそれを展開し、
効果的に分析することは、インダス
トリー4.0について正しい意思決
定を行うために極めて重要である。

効果的なデータアナリティクス戦略を定
義し策定するには、次の点を重視しなけれ
ばならない。

•	 予測的アナリティクスによる計画の策定

•	 処方的アナリティクスの活用

•	 ビジネスドリブンの意思決定

•	 組織および社員への自動フィードバック

どうすればデータアナリティクスを最善
の形で体系化できるかを考える。部門を
超えた専門家チームの組成は、最初の一
歩としてふさわしい。その後、このチーム
を正式な部門として組織内に組み入れて
もよい。

企業はマスターデータ管理（データの定
義、整理、保全）を改善する必要があるだ
ろう。最初のステップは、初期導入のため
に「機能の適用領域」を見極めることであ
る。リアルタイムでの部門横断データと外
部との接続データを基に自社独自のデー
タプールを構築するとともに、既存および
新規のデータソースと接続したアナリティ
クスツールを開発する必要がある。また、
データから価値を引き出すために、意思決
定支援や情報系のシステムを直接連携さ
せる必要もあるだろう。

企業が直面する主な意思決定の一つは、
データアナリティクス用プラットフォームの
選択であり、このプラットフォームは単一
の統合ソリューションであることが望まし
い。インダストリー4.0時代には、これまで
以上に高度なビジネスインテリジェンスと
ビジネスに対する先見性が求められるが、
既存の ERPシステムは、そのために用いら
れるデータトレンド、分析手法、アルゴリズ
ムの高度化に対応する十分な能力を備え
ていない。より高度なアプローチとしては、
ERPシステムにつながっているデータ統合
レイヤーへの投資と、適用領域ごとのニー
ズに合ったアナリティクスツールの利用が
挙げられる。

デジタルエンター	
プライズへの	
変革を遂げる

調査対象企業は、デジタルスキルと
変革の文化の欠如を最大の課題
に挙げている。ここまでは、強力な
データアナリティクス能力がいかに
重要かに注目してきたが、インダス
トリー4.0では他のテクニカルスキ
ルも必要となる。

多くの企業は、創造的なデジタル戦略デ
ザイン、テクノロジーアーキテクチャ・デザ
イン、ユーザー・エクスペリエンス・デザイン、
あるいは迅速な試作能力に関するデジタ
ルスキルを身につける必要に迫られるは
ずだ。

適切なデジタル文化を持たないと、最も
優れた人材は組織にとどまりたいと思わな
いだろう。しかし、本当のデジタルマインド

セットとはどのようなものだろうか？それは
極めて協力的で、会社の垣根を越え、パー
トナー企業や顧客などの外部との連携へ
と向かう姿勢である。各部門のサイロ（縦
割り意識）に縛られたままの企業において
は、インダストリー4.0の中核である統合
は実現しないだろう。

デジタル環境の育成は、組織のリーダー 
が強い取り組み姿勢を示さないと実現で
きない。デジタル化の推進を CIO が担う
組織もあれば、チーフ・デジタル・オフィ 
サー（CDO）や他の役員がその役を任じら
れる場合もある。アイデアの段階から事業
部門での展開まで、デジタル化の強化、デ
ジタル製品、デジタルサービスの開発を積
極的に推進するデジタル委員会を設立す
る会社もある。デジタル委員会は、デジタ
ル化への道筋を積極的に担う組織横断的
なチームを支援できる。

デジタル化は、トップマネジメントがイン
ダストリー4.0を役員会における中心議題
に挙げ、最優先事項として取り組んで初め
て成し遂げられる。
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エコシステム	
アプローチを	
積極的に立案する

インダストリー4.0は、自社内の水
平統合と垂直統合を 越えて拡張
する必要がある。デジタル化に先
行して取り組む企業は他社よりも
一歩先に進んで顧客ニーズを理
解し、統合された革新的なソリュー
ションで顧客への価値を創出し提
供するためにデジタル技術を活用
し、業績の飛躍的拡大を達成して 
いる。

基本的に、これは自社の顧客の要求に
完璧に応えられる製品とサービスの一体
型ソリューションを開発することに他なら
ない。企業は従来型の物理的な中核製品
の提供から、包括的なデジタルエコシステ
ム事業までの四つの層を移行しながら市
場に出す製品やサービスを進化させること
ができる。初期の段階では、社内で完成で
きなければ、パートナー企業と連携するか

業界のプラットフォームに合わせて開発を
行う。積極的に顧客行動を理解し、パート
ナー企業、サプライヤー、顧客との間で作
りあげられる将来のエコシステムにおいて、
自社の役割を打ち立てることができると、
本当の意味での飛躍的な業績拡大が実現
するだろう。

エコシステムの価値は関与するパート 
ナーの数とパートナー間の関係の強さに
左右されるため、最大の課題は適切なイ
ンセンティブを設定し、関係者全員にその
貢献度に応じて公平に報いるような適切
な利益分配モデルを見つけ出すことである。
エコシステムにおける最も基本的なビジネ
スモデルは市場である。市場には多数の
売り手と買い手が集まり、取引価格に応じ
た手数料を獲得する。

他社と知識を共有することは難しいと判
断した場合、買収が望ましいかもしれない。
しかし、自社が完全にはバリューチェーン
全体をコントロールできなくてもデジタル
エコシステムの一部になることで利益が得
られるよう－恐らく技術標準に合わせるこ
とで－このギャップを埋める方法を探すこ
とが重要だ。

デジタルエコシステム

デジタルサービス

デジタル強化

中核製品
物理的
製品

デジタル
製品

デジタルエコシステム：
製品はサプライヤー、パートナー企業、顧客との
インターフェースを持ち、共創および付加価値や
新しい価値の獲得のためにエコシステムに
組み込まれている。

デジタルサービス：
デジタル化によって可能となったサービスは、物理的な
製品と組み合わせることで、より広い顧客ニーズに応え
るエンドツーエンドのソリューションを提供できる。

デジタル強化：
デジタル顧客インターフェース、デジタル可視化、
デジタルタッチポイント、デジタルチャネルが
エクスペリエンスを強化し、さまざまな連携モデルを
可能にする。

中核製品：中核製品には二つの選択肢がある。

•デジタル製品： データとITが製品のバリュープロポジションを
 決め、独立した売り上げを生む。 
 
•物理的製品： 従来型の基本的な製品で、デジタル層を
 周辺に加えることで「デジタル化」できる。

製品中心からプラットフォーム中心への移行
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本調査について

PwCグローバルインダストリー4.0
調査は、2015年11月から2016年 
1月までの間に、欧州、米州、アジ
ア太平洋、中東およびアフリカ全域
の26カ国、主要9業種の企業から
2,000名を越える経営幹部が参加
し、実施された。

参加者の大半はチーフ・デジタル・オフィ
サー（CDO）もしくはインダストリー4.0の
戦略および活動に関し、社内で最終責任
を持つその他の経営幹部である。

調査結果は各国の国内総生産（GDP）に
応じて加重されており、世界の全体像を 
バランスが取れた見方で把握できるように
なっている。

業種別
内訳
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調査対象企業の売上高別内訳
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